






1991年,こ れ まで ソ連 邦 を構 成 す る共 和 国の ひ とつ であ った リ トアニ アは,ソ 連邦 か らい
ち早 く離脱 し,ソ 連 邦崩壊 と ともに独立 を回復 した1)。 そ して,い まこの 国で は,計 画経 済か
ら市 場経済へ の移行 が行 われてお り,そ の市場 経済 の もとで経営 活動 をす る企業 の ため の新 し
い会計 システム を構築 中で ある。
同 じよ うな会計 改革 は,バ ル ト3国 を除 く新 生 ロシア をは じめ とす るかつ ての ソ連 邦 を構成
して い た諸 共和 国 にお い て もみ る こ とが で きる。 だが,こ れ らの 国 で は,独 立 国 家 共 同体
(CIA,CHr)を 形成 して経 済 的連 携が な され,そ の会計学 界 にお いて も,「 独 立 国家共 同体 会
計 ・監査 人協 会」2)(Ac「co叫H韻H6yxra∬TepoBHay皿HTopoBCHr)を結 成 して会計
経 験 を相互 に交流 しつつ会計 改革 がすすめ られ てい る。 しか し,リ トアニ アでは,こ う した交
流 は まだみ られず,独 自の会計改革 が行わ れてい る。
で は,独 立 回復 を遂 げた り トアニ アで は,ど の ような会計改 革 を行 ってい るので あ ろ うか。
この小論 の 目的 は,あ ま り知 られてい ない この 国の会計改革 を文献 『AccountinginTransition』
(以 下で は 『文献 』 とい う)3)に よ りなが らあ きらか にす るこ とにある。 これ は,市 場経 済化
1)リ トアニ ア は面 積65,200k㎡,人 口370万 の国 で あ り,首 都 は ビ リニ ュス で,エ ス トニ ア,ラ トビア と ともに
バ ル ト3国 の ひ とつ の 国 で あ る。
2)「 独 立 国 家 共 同体 会 計 ・監査 人 協 会」 に つい て は,[14][15][16]を参 照 され たい 。
3)AccountinginTransition,TheImplicationsofPoliticalandEconomicReforminCentralEuropE,EditedbyNeil
GarrodandStuartMcLeay,1996.いわ ゆる 冷 戦下 で は,ヨ ー ロ ッパ は西 欧 と東 欧 と呼 ばれ るふ た つの 体 制 に
分 割 され た。 だ が,西 欧,東 欧 とい う呼 び方 は政 治 や 思 想 を基準 と した もの で,冷 戦 後 の 今 日で は,こ れ
まで東 欧 と呼 ん で い た所 は本 来 の地 理 上 の 基 準 に従 って 中 欧 と呼 ば れて い る 。 『文 献 』 で は,こ の 中欧 の 旧
社 会 主 義 国 と して,リ トアニ ア,ポ ー ラ ン ド,チ ェ コ,ス ロヴ ァキ ア,ハ ンガ リー,ス ロ ヴ ェニ ア を挙 げ,
体 制 転 換 後 の こ れ らの 国 の 会計 改 革 を考 察 してい る。
な お,こ の小 論 は,『 文 献 』 の第4章ThereconstructionofnationalaccountingrulesinLithuania(Jonas
Mackevicius,JuozasIMiukonisandDerekBailey)に依 拠 しなが ら,リ トア ニ ア の会 計 改革 を考 察 して い る。
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を目指す旧ソ連邦構成共和国における会計改革のひとつの事例研究で もある。
(1)
ロシア帝国の支配下に置かれていたリ トアニアは,1917年 のロシア革命 に乗 じて独立 した。
だが,1940年 には再びソ連邦 に併合され,そ れは1991年 まで続いた。こうした主権の喪失や
回復 を繰 り返 したこの国における会計は,そ の結果として,さ まざまな国の会計の影響をうけ
ることになった。た とえば,17世 紀末から1918年 までの間に,リ トアニアの西南地方では
1673年 のフランス商業条令が,ま た,ク ライペ タ沿岸地方では1897年 のプロイセ ン商業条令
が,そ して,そ の他の所では1857年 のロシア商業条令がそれぞれ採用 された。さらに,1920
年か ら1939年 までに,ポ ーランドの管轄下 にあったビリニュス地方には,ポ ーラン ドの会計
実践が導入され,1934年 のポーラン ド商業条令が採用 された。
このため,1918年 から1940年 までの国が独立 した束の間の20年 間が,リ トアニアで会計 シ
ステムを自主的 に創出で きる機会であった。この時期にた とえば,1924年,リ トアニア国会
(parliament,seimas)は 会計法令(AccountingAct)を 採択 した。それは,営 利事業を①貿易,
②工業,③ 金融,④ 単一会社 に分類 し,そ の義務 となる会記記録の基本内容を規定 した。この
法の 目的は主 として徴税のために会計 を役立てることであった。両大戦間の時期 には,こ の国
の著者 による会計教科書 も著 され,会 計専門家の養成のための課程が6校 の商業学校で設けら
れた([2]43頁)。
(2)
1940年(ソ 連邦への併合)か ら1990年(ソ 連邦からの離脱)ま での時期の リ トアニアは,
①会計の国家規制の中央集権的指導,② 会計の理論 と方法の政治化 を特徴 とするソビエ ト会計
が採用 された4)。
概 して,ソ ビエ ト会計システムは,国 民経済の中央集権的計画化 と統制,国 家財産の保全 に
必要な情報を得 るために構築 されていた。このため,会 計手続 きや財務諸表はモスクワの中央
政府機関(ソ 連邦の財務省,国 家統計委員会,国 家計画委員会など)に よって規制 されていた。
ソ連邦を構成する共和国レベルにあるこれらの同じ機関は,ソ ビエ ト会計を普及 ・宣伝するた
めの唯一のチ ャンネルとしてのみ存在 した。また,会 計実践が会計理論 と経済法よりも共産党
とソビエ ト政府の政策に一致 している場合 には,現 実の経済活動にとってより有益な会計シス
テムを採用することは不可能であった。
4)ソ ビエ ト会 計 の 特徴 とそ の 限 界 に つ い て は,[7][8][16]を 参 照 され た い。
(37)リ トアニアにおける会計改革一37
ソビエ ト会計の主要な機能は,国 民経済計画の統制 と達成,社 会主義財産の保全であった。
そして主 としてこの目的のために,会 計 と統計の双方のデータ処理システムから得た膨大な量
の情報が活用 されたが,こ の情報の僅か20%の ものが個々の企業の課題や目的設定のために
利用 された。個 々の企業は国民経済計画の意思決定プロセスの外 に置かれ,国 家計画遂行の場
として位置づけ られた国有企業に対 しては,主 として国民経済計画遂行のための日常的な業務
的管理のみが与えられた。こうした理由か ら,会 計手続 きや財務諸表様式 などは全社会的に統
一化,標 準化,単 一化 された。国民経済計画の策定のための会計データの収集 とその計画遂行
のための統制機能 を安易に実行で きるようにしたのである。ひとつの例 を挙 げれば,リ トアニ
アの企業の約80%は,ソ ビエ ト会計実践で1940年 代初期に開発 された集計表式仕訳指図書形
態(journal-voucherform,置ypHa∬bHo・op月epHaHΦopMa)5)という帳簿組織を採用 し,そ
してその78%は,67の 集権化 された集中経理事務センター6)で 会計業務 を処理 していた。こ
うした状況下で,集 計表式仕訳指図書形態の採用によ り会計業務の大部分は人の手作業で行っ
ていた。他方,コ ンピュータの利用の機会 も与 えられていたが,そ れはデータの集約という高
いレベルで利用されていた。
また,リ トアニアの企業の僅か7%は,こ れ またソビエ ト会計実践で開発 された,西 側の標
準原価計算に類似するノルマ原価計算(normativemethodofcosting,HopMaTHHaHKa肪・
Ky朋UH)7)を1960年 以降採用 していた。この原価計算:は経営管理にとっての良き用具であ
ったが,同 時に,ロ ーカル企業にとっての経営上の必要性 を充分 に満たす ものではなかった。
その必要性 を顧みないという国の政治的志向もあったからである。 リトアニアの会計発展には
国の政治的アプローチが影響 していたのである。こうした理由で,1970年 頃か ら,多 くの主
要な専門家による会計 システムの再建のための論議が開始された。それは,経 営上のデータ処
理の拡大 と原価計算の改善 による会計の情報機能 を重視 しようとするものであった。そして,
この問題が,1980年 代 を通 してのリ トアニアにおける最 も固有の研究 と論議の主題であった
([2]44～45頁)。
(3)
1945年 か ら1990年 の 間,リ トアニア経済 は,ソ 連邦 を構成 す る ひとつの共和 国 として,ソ
ビエ ト経 済に完全 に結 合 してい た し,そ れ故 にルー ブル圏の一 部で あった。主要 な原材 料 とエ
5)集 計表 式 仕 訳 指 図書 形 態 につ い て は,[13]を 参 照 され た い。
6)そ れ は1セ ン ター に対 して平 均40企 業 とい う こ とに な る。 な お,集 中経 理 事 務 セ ンタ ー につ いて は,[18]
を参 照 さ れ たい 。
7)ノ ル マ 原価 計 算 につ い て は,[6]を 参 照 され た い。
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ネルギ ーの唯一 の拠 り所 は ソ連邦 のその他 の共和 国であ り,ま た,こ れ らの共和 国 に対 して リ
トアニ ア は輸 出 の90%を 行 って いた。 こう した経 済の もとで,モ ス クワの産業省 に よって直
接管 轄 されてい た約600の 連邦企 業 が,リ トアニアの国民経 済活動 の60%を あ げてい た。 そ し
て,民 営化 の最初の段 階 におい ては,こ れ らの企 業 に対 する その所 有の リ トアニア主権 を主張
す る こ とで あ った。 この段 階 におい ては,そ れ は1992年 夏 まで に この民営化 プ ロセス を完 了
す るこ とを計 画 して いたが,こ れ らの企 業 の約1/3の ものが 国 または公 共の株 式会社 に転換 し
た。
リ トアニ アにお け る民営 化 は,1991年2月 の国有 資産 第1次 民 営化 法令(ActontheInitial
PrivatizationofStateProperty)か ら本格 的 に着手 された8)。 この 国有企 業 の脱 国家化 は,① 個
人 企 業(soleproprietor)の導 入 の た め の 小 企 業 の 公 的 な承 認,② 投 資 バ ウ チ ャ ー
(investmentvouchers)に よる大 ・中規模 の企業の株式 の公募 であ った。投資 バ ウチ ャー はす
べ ての市 民 に対 して無償 で支給 され た。 くわ えて ,若 干の 国有企 業 はハ ー ド ・カ レンシーで売
却 され た。・
1992年1月,民 営化法 令 を改正 して,投 資信託 会社 の設 立が認 めちれ た。ポ ー トフ ォリオ ・
マネ ジメ ン トを行 うこの 会社 は,自 己の株 式 と投 資バ ウチ ャー とを交換 す るこ とに なった。そ
して1993年7月 まで に,350の 投 資信 託会 社が登 記 され た。1993年 末 には,8,250の 国有企 業
が存 在 して いたが,そ の うち5,582社 が民営化 プ ログラ ムに含 まれた。 そ して1993年7月 末 ま
で に は,2,086の 国有 企業 が公募 によ って民 営化 され た。 くわえ て,そ れ以 前 に,小 売 業,消
費者 サー ビス業お よび小 企業 が ほぼその民営化 を完了 した。
また,リ トアニアの国立銀 行が ロ シアの銀行 システムか ら離 れて独立 し9),24の 商業銀行 が
設立 された。1992年10月1日 か ら,臨 時通 貨 と して導 入 された クー ポ ン 「タロン」(talonas)
が その効 果 を もつ ように な り,そ して,1993年6月25日 か ら,新 しい 国民通 貨で あ る 「リタ
ス(litas,1993年7月27日 現在,6.4170Lt=£1)が 導入 された。1993年9月14日 に は,株 式取
引所 が ビ リニ ュスに開設 され た。そ れはパ リの証 券取 引所(ParisBourse)を モデ ルに した も
ので あ った([2]45頁)。
(4)
これまでの会計単位は国有企業を中心 としたものであったが,民 営化後の ビジネス ・エンテ
ィテ ィはつぎの ようになった。10)す なわち,① 個 人企業,② 合名会社,③ 合資会社,④ 国有
企業,⑤ 国,公 共および私的の株式会社である。② と③のパー トナーシップにおけるパー トナ
8)リ トアニ ア の民 営 化 の詳 細 な内 容 につ い て は,[4]を 参 照 され たい 。
9)他 方,ロ シアで も1991年11月,ソ 連 邦 の銀 行 シス テ ムか らロ シ ア国 立銀 行 が 独 立 した([5]178頁)。
(39)一 リトアニアにおける会計改革一39
一の最大数は20人 であ り,⑤ の私的会社の株主(従 業員の株主を含む)は50人 以下 となる。
株式 は株式取引所にリス トされず,公 売 されることもない。国の株式会社は国家企業であ り,
その名目資本の15%以 上を株式として発行す る。国と政府は会社の株式資本の50%を もつ。
株主50人 以下,従 業員200人 以下の場合には,オ ブザーバー会議(councilofobservers)を
設ける必要はない。その他の場合には,会 社は取締役会とオブザーバー会議の双方 を必要とす
る。会議のメンバーの2/3は 株主総会 によって,1/3は 従業員会議 によってそれぞれ選 出され
る。 オブザーバー会議は,取 締役会の業務,財 務的資源の利用,生 産 と経営の組織,資 本の収
益性,業 務報奨,減 価償却費の合理性などを監視 し分析する権限をもつ。 くわえて,こ の会議
は財務計画の策定,会 計帳簿の点検を行 う。 このシステムはポーランドの会社法の影響 を受け
ている。
すべての会社 は,法 に従 って会計を行 う会計主任 を採用する。また,す べ ての公共企業は,
4年 を越えない期間で株主総会 において監査人を運出 しなければならない。監査人は,年 度貸
借対照表,財 政帳簿や記録 などを点検(review)し,そ の結果を株主総会あるいはオブザーバ
ー会議のいずれかに報告する。公共企業とは別 に,商 業銀行は,監 査 される年度貸借対照表を
作成 し,そ れを5月1日 までに官報 に公表す る([2]46頁)。
(5)
独 立 の回復 そ してそれ に続 く民営化 と市場経 済化 は,新 しい企業会計 の構築 を可能 に してい
った。 では,こ の会計 改革 は どの よ うになされてい ったので あろ うか。
まず,国 家 統計 局内 の会計 と報告 書 の部局 が会計 改革 の ための責任 を もつ こ とにな った。 し
か し数 カ月後,こ の部局 は閉鎖 され,同 じよ うな部局 が財務省 内 に設置 され た。だが,部 局 を
構 成す る成 員数 は少 な く,し か もその個 々の成員 は市場経 済 にお ける会計経験 に も欠けて いた。
この た め,会 計 改 革 に 対 す る責 任 は,「 リ トア ニ ア 会 計 ・監 査 人協 会 」(Lithuanian
Accountants'andAuditors'Association,Lietuvosbuhalteriuirauditoriuasociacijos,LBAA)が負
うこ とになった。 このLBAAは,会 計 に関心 をもつ 人 々のため に,1990年9月7日 に設立 され
た。協会 は,つ ぎの ような新 しい会計 条令 の草案 の作 成 に着手 した。 すな わち,① 市場 経済の
ため に必 要 な会計 原則,② 会計の ため に必 要 な国家規 制の程度,③ 企 業 自身の会計 方針 を決定
す るためのそ の範 囲であ る。
これ らの 問題 が論議 された後,1991年12月17日 には,政 府 は会計 と報告 書の組 織化 に関す
るNo.564決 定(ResolutionNo.5640ntheOrganizationofAccountingandReporting)を承認 し,
10)民 商 一元 主義 を採 って い るロ シ アで も,民 法典 〔第1部 〕(1994年10月21日 ロ シア 下 院採 択,1995年1月1
日施 行)に よって,新 しい法 人 形 態が 定 め られ て い る[9]。
40『 明大商学論叢』第79巻 第1・2号 一(40)
1992年6月18日 には,会 計原則に関する法(LawonthePrinciplesofAccounting)が国会 を通
過 した。
前者の決定では,つ ぎの事柄が規定された。
① リトアニアのすべての企業 は,定 められた規則 とオーソライズされた文書に基づいて,財
務諸表 を作成するに必要な一般帳簿を保全すること。
②企業会計は,国 家統計局,国 家税務監督局および利害関係者 によって利用され,契 約の法
的基礎 を確実にするような情報 を確保で きるように組織すること。
③会計規制の規則は,国 際会計基準に沿ってリトアニ アの実務に導入 し,そ の実務 を徐々に
替えてい くこと。
会計改革に責任をもつ財務省は,国 際会計基準(IAS)で 会計手続 きを調整することにした。
その際,ま ず最初に参考に した国際会計基準は,IAS1「 会計方針の開示」,IAS2「 取得原価主
義会計 における棚卸資産の評価お よび表示」,IAS5「 財務諸表に開示すべ き情報」,IAS7「 財
政状態変動表」であった。
後者の会計原則法令(ActonthePrinciplesofAccounting)では,財 務会計は国家規制を受
けるが(第1条),内 部会計(管 理会計,原 価計算)は 個々の企業の権限に委ね られる(第4条)
ことを規定 した。そして2条 との関連で,特 別作業グループ(リ トアニア会計 ・監査人協会,
ビリニュス大学の会計部門,財 務省の会計 と報告書の部局からなるもの)が,会 計の一般原則
のプログラムを作成することになった。それは,① 資産評価規則,② 収入と支出の記録規則,
③固定資産,投 資,有 価証券,現 金および負債の照合規則,④ 財務諸表の作成 と提出規則,⑤
ヒナ型勘定科 目表,⑥ 小企業のための文書確認である。そ して,こ れらの提案は1992年10月
に政府へ具 申された。また,監 査人の資格や外部監査の機能 を定めた提案が財務省に提出され
た。財務省 は1992年6月 に貸借対照表と損益計算書の新 しい様式 を導入 した。
1993年2月24日,政 府は簡略的会計 システムの採用 に関するNo.107決 定(Reso星ution
No.1070napplyingtheSimplifiedAccountingSystem)を承認 した。この簡略的会計システム
は,個 人企業,そ して会計期末 に従業員50人 以下の合名会社,合 資会社のために採用 される。
このシステ4の もとでは,独 立 した会計部門が設置 されなくともよく,し か も複式簿記の採用
が義務付けられず,会 計は現金主義で行 うことになる。だが,こ れらのビジネスは行政機関に
対 して自己の利益率を申告する。
市場経済で活動するリ トアニア企業のための会計 システムを創出する目的で,リ トアニア ・
ベルギー作業グループが財務省 によって設置された。このグループの1993年5月4日 付の報告
書では,新 しい勘定科 目表が示 された。それは勘定科 目表'を10進 分類法に基づいて作成 され
てお り,ク ラス1か らクラス5ま でには貸借対照表のための勘定が,ク ラス6と クラス7に は損
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益計算書のための勘定がそれぞれ配置されている。 また,財 務諸表は,注 記を伴 った①貸借対
照表,② 損益計算書,③ キャッシュ ・フロー計算書であるとしている([2]47～48頁)。
(6)
1992年6月18日 に採択 されたさきの会計原則法令は,す べての種類のミクロ ・エンティテ
ィで採用 される。つまり,こ の法は個人企業,合 名会社,合 資会社,国 有企業および国,公 共,
私的の株式会社に対 して適用 される。 また,非 営利活動に携わるすべての組織 国庫か ら融資
を受ける組織 に対 しても適用 される。
施行 日は明記 されてはいないが,法 令は1993年1月1日(推 定日)か ら採用 される。全体で
24条 か らなるこの法令には,か つての ソビエ ト会計が投影 している。それはつ ぎの内容を定
めた以下の条項 にみることができる。すなわち,第8条 企業代表者による会計主任の任命 と
解任。従業員を拘束する会計主任の指示。第9条 取引の記録。第10条 信悪性ある原始的証
愚書類の特質。第11条 原始的証愚書類に対す る個人責任。第13条 禁 じられた未公認の財
務諸表の提出。第17条 棚卸。第19条 誤 りの訂正。第20条 帳簿の保存。第21条 紛失し
た証'r書 類。第24条 会計状況に対 して法的責任をもつ企業代表者。
上記の条項に規定 されている内容は,小 さな意義 しか もたない会計管理的な事柄であ り,会
計規制 に入 らない ものが多い。他方,重 要な意義 をもつ事柄,た とえば採用する会計方針など
は,僅 かふたつの条項で規定 されている。ひとつは固定資産 と棚卸資産の評価(第16条)で
あ り,も うひとつは収益の認識(第18条)で ある。だが,重 要な事柄が欠如 しているという
ことは,そ れを個々の企業の判断に任せるとい うことではない。
また,個 々の企業に対 しては内部会計 システムの選択の 自由を与 えているが(第4条),他
方で,収 益 と費用のための会計手続 きは政府によって規制 される(第18条)。
さらに,会 計に関する要請は,1990年 の株式会社法令(ActonStockCorporations)と 同年
の法人利益の課税法令(ActoftheTaxationoftheProfitsofLegalPersons)にも盛 られている。
1992年 の会計原則法令の第3条 では,政 府の責任 となる指向する会計方法論 を準備すること
が規定 されている。それは,EC指 令お よび国際会計基準 と関連するものとなっている。
ヒナ型勘定科 目表は,政 府の設定 した手続 きに従 って適用 される。 ヒナ型勘定科目表のフレ
ームワーク内で,企 業はこの表に配置されているそれぞれの勘定科 目を使 って会計を実施する
(第5条)。
第13条 では,財 務諸表 として,① 貸借対照表,② 損益計算書,③ 財政状態変動表,④ 財務
諸表注記を挙げている。
これ らの財務諸表のうち,最 後のふたつの ものについては,そ の公表は要請 されていない。
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会計は,ロ シア語に代わって(リ トアニア内で強権的に受け入れられていたかつてのソ連邦
の公用語 に代わって),国 語(リ トアニア語)で 実施 される(第4条)。 合弁企業や外国資本 を
伴 うその他の ビジネスにおいては,会 計はリ トアニア語で行われ,も し必要 とするならば,外
国語で も実施 される(第4条)。
会計年度 は設定されていないが,会 計報告 は各歴年度末に行 うとしている(第15条)。
会計は,企 業内の独立 した会計部門によつで,あ るいは,会 計サービス業,監 査 ・コンサル
タン ト会社 によって遂行 される(第7条)。 国有企業は,国,公 共,私 的の株式会社 と同様 に,
独立 した会計部門または会計主任 ポス トを設置 しなければな らない(第7条)。 しか し,会 計
原則法令の適用を受けるすべての企業11)に おいては,会 計は会計主任 または会計士 によって
実施 される(第8条)。
規定の属性 を満たしていない原始的証愚書類は,法 的な根拠 をもち認知 されたもの とはなら
ない(第10条)。 つまり,こ のような原始的証愚書類は,課 税見積に際 して税務官によって無
視される。そ して税務官は徴税 を任意 に算定する手続きをとる。
固定資産はその購入価額で記帳され,貸 借対照表にはその取得原価 と減価償却 とが別個に表
示される(第16条)。 また,こ の第16条 によると,棚 卸資産は取得原価で記帳され,財 務諸表
にはその実際原価で表示 される。先入先出法(FIFO)の 採用 も認め られている。
収益 は獲得 の時点で認識 され,費 用はその支払の時期に関係な く発生の時点で算定 される
(第18条)。 このことは,実 務における収益認識に対する要件 とみなす ことではない。なぜな
らば,企 業は税 申告の10日 間に利潤税(profitstax)を 前納 し一これは1990年 の法人利益の課
税法令の第12条 に基づ く一,債 務決済が遅れるからであ り,し かも収益 はソビエ ト時代 と同
様 に貨幣支払の受領によって認識 されるか らである。
第23条 では,財 務諸表に表示 される以外の会計 データは営業秘密 とされている。営業秘密
となる会計データは,公 衆に公表されることはなく,従 業員 も知ることができない。こうした
点 につ いては,株 主 に対 する会計情報 開示の法令(ActforthedisclosureofAccounting










付加価値税(VAT)申 告書。⑦以下の年度報告書:a.原 価報告書。b.無 形資産報告書。
c.有 形資産報告書。d.長 期資産報告書。e.資 本構成報告書。f.借 入金報告書。g.オ
フ ・バランス負債報告書。
.なお,財 務諸表は,企 業の創設に関わった行政機関にも提出される。
行政機関に提出される前 に,財 務諸表はそのビジネス事業で承認 される。監査 は商業銀行を
除いて随意行われる。ただ年度貸借対照表は,株 主総会によって承認 されねばならない。
会社の株主は,そ のビジネス ・営利活動についての情報を得る権利 をもつ。経営陣は,年 度
貸借対照表,利 益処分案および会社の活動報告書 を株主総会に提出する。株主は,年 度貸借対
照表と経営報告書 を調べ コピーできる。
利益処分案にはつぎの ものが示 される。すなわち,① 純利益,② 利益からの義務的振替部分,・
③配当金,④ 積立準備金への控除,⑤ 取締役会とオブザーバー会議のメンバーに対する年度報
酬,⑥ 従業員に対するボーナス支給,⑦ 純剰余金である。
なお,会 社 は,株 式資本(sharecapital)の1/10以 上の資本準備金を純利益から積立 てる。
オブザーバー会議は,年 度貸借対照表,利 益処分および取締役会の報告書について意見 を述べ
る。
1990年 の企業登記法令(ActontheRegisterofEnterprises)の 第5条 は,公 共 と私的の会社
に対 してその貸借対照表 を登記機関に提出することを規定 している。そ して規定の料金 を支払
えば,す べての法人 と自然人はそれを入手することができる。
1992年 の会計原則法令では,財 務諸表を広 く利用可能にする措置は リトアニア政府 によっ
て定めるとしている(第13条)。 しか し,そ れはまだ定められていない([2]50～51頁)。
ここで,リ トアニアの貸借対照表と損益計算書をみると,そ れは表1,表2の ようになる。
(8)
ソビエ ト時代には,会 計 コミュニティなる ものは休止 してお り,会 計職業 も存在 していなか
った。会計は政府のひとつの機能として取 り扱われ,モ スクワの中央政府機関が会計規制を編
み出していた。そ して,リ トアニアの会計人(accountingpersonnel)は,モ ス クワか らの会
計上の指示をただフォロー し,会 計規制の要請に応 えるのみであった。厳格な規制の採用を通
して,会 計人は企業の実態を模写 していた。会計 に対する厳 しい要請 は,経 営上 より大 きな自
主性を必要 とす る経営者の要求 との軋礫 をしばしばもたらした。会計業務は決まりきった仕事






























































1創 業と増資の コス ト
2社 債発行コス ト
3そ の他の創業 コス ト
4組 織変更コス ト
II無 形資産



















































































































B資 金調達(助 成金 と補助金)



























































































(出所)[2]60頁 。 引用 に際 しては,リ トアニ ア語 の損 益計 算書 項 目は割 愛 した。
会計専門家(accoundngspecialis1)は 会計問題についての意見を述べたが,そ の意見表明の
みが唯一のチャンネルであった。会計の諸問題の解明と二者選択的な事柄の決定は,財 務省内
の会計 と報告書の方法論会議で論議 された。この会議には,産 業,教 育機関,研 究所か ら主要
な会計専門家が参画した。
今 日の リ トアニアでは,ビ ジネス事業の多様化 した所有形態が出現 し,私 的なビジネス活動
が急増 したため,会 計のサービスとコンサルタン トに対する需要が高 まってきている。会計専
門家たちは,体 制転換 した経済環境 における自分たちの役割の意義を深 く認識 しつつある。変
化 した条件の もとでは,こ れまでの旧会計規制は新 しいビジネス活動 に適合 しないことが明白
とな り,新 しいアイデアが会計専門家の中から徐 々に生 まれつつある。
こうした背景 のもとでLBAAが 設立された。LBAAに は,約3;000人 の会計士∫ コン トロー
ラー(controller),財 務部長(financeof丘cer),会 計 と監査 に関心をもつその他の人々が結集
してい る。LBAAは,新 聞 『会計 と管理』(AccountingandContro:,ApskaitairKontrole)を1
ヵ月 に2回 発 行 してい る。 また,LBAA』 は イギ リス に お ける職 業 会計 団体 と連携 して い る。
1993年,LBAAは 監査 人(auditor)の ための研修 コース を開設 した。監査 人 となるため には,
1992年1月 にで きた財瀦 の もとの監査 委員 会(AuditCommission)カ ・ら嬬 資格 を得 る必 要
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が あるが,LBAAの 研 修 コース はそのための補助 的 ・補完 的 な コース となる。
LBAAの 外 に,私 的経理 会社(privateaccountingfirm)も出現 して きている。 これ らの会社
は,多 少の混 乱 を伴 い なが らも,会 計 につ いての見解 を 自由 に公表 している。そ れは,会 計 に












1990年 の時 点 で,リ トアニ アに は,表3に み る よ うな構 成 で約27,000人 の 会計 担 当者
(accountingworker)が い る。1,000人 に対 して8人 の会計担 当者 とい うこ とになる。会計担 当
者 の うち8,000人 は,高 等 教育 を修 了 した会計士(accountant)と 呼 ばれ る人で ある。1,000人
に対 して2人 の会計 士 とい うこ とに なる。 リ トアニ アでは いま,会 計 に対す る潜在 的な需要 が
高 まって きて いる。 しか し,職 業 会計士(qualifiedaccountant)の ための職 業団体 も,監 査 人
会議 所(chamberofauditors)もまだ存在 しない([2]52～53頁)。
(9)
今 日の リ トアニアで は,会 計 の高等 教育 を学 ぶ ことので きる教 育機 関は少 ない。 現存 する も
の はつ ぎの機i関 で あ る。 す な わ ち,①VilniusUniversity,②KaunasFacultyofVilnius
University,③KaunasagriculturalAcademy,④KaunasVytautasMagnusUniversi取である。
昼夜 課程;通 信 課程 も設 け られ てい る。 勉学 期 間 は4～5年 で ある。 い ま まで の とこ ろでは,
リ トアニアで の会 計研究 め 中心 は① の ビリニュス大学 であ り,1956～1991年 間に,4,000人 以
上 の学生 が この大 学 を卒 業 した。 リ トアニ アの第2の 都 市で あ るカナ ウス の④ の大学 は,1991
年 に リ トアニ アの 国外 離散者 か らの援 助で設立 され た大学 であ る。
会計 技術 者(accountingtechnician),簿記係(bookkeeper)の ため の課程 は,成 人教育
(furthereducation)の カ レジで行 われてい る。勉 学期 間は2～3年 で ある。1946～1991年 間に,
50,000人 以上 の学生 が この課程 を修了 してい る。
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高等教育の改:革は,1993/4学 年度 より実施 されている。それは,4年 間の課程で,一 般教育
2年,専 門教育2年 か らなる4年 の期間である。課程は,12年 の初等教育 と中等教育の全教科
を修了 した学生 に対 して開かれている。
LBAAの 各支部 を通 しての会計教育の活動 を除けば,計 画経済か ら市場経済への移行から生
ずる需要 に適合 した会計人の養成のための,会 計の統一されたプログラムはまだない([2]53
頁)。
㈹
経済 システムの再建期における会計改革の課題 を明確に し,そ の課題を解決 していこうとし
ているとき,国 の中央機関でつ くられる会計法規 は大きな意義 をもつ。このことは1992年 の
会計原則法令 にもみられる。たとえば,外 部会計(財 務会計)は 中央機関によって規制 される
が,他 方で,内 部会計(管 理会計,原 価計算)は 企業で発展 させてい くことを指向 している。
だがまだ,そ の指向の中には,個 々の ビジネス事業が内部会計用にその最適で選択で き得 る主
な会計手続きのパッケージをつ くろうとしている。 ここに,会 計手続 きを厳 しく中央から規制
しようとする,こ れまでのソビエ ト的影響が投影 されている。 しか し,管 理会計や原価計算の
システムを設計 し,そ れを現実化 してい く技能と責任をもつた会計人はいない。
また,ソ ビエ ト会計の旧ヒナ型勘定科 目表に対 して僅かに修正を施 した ものが12),リ トア
ニアで利用 されている。そして,こ の勘定科目表の利用は強制 されてはいないけれども,そ れ
との関連で新 しい会計規制が設け られようとしている。
これまでの リトアニアの会計改革は,会 計に関係する人々の小集団のボランタリーな努力で
実施 されて きた。これか ら必要なことは,20代 や30代 の人々の力であ り,く わえて,外 国か
らの知的支援である。
さらに,会 計人は市場経済における活動経験に不足 している。国際的な企業を拡大 し,会 計
に関するEU指 令,国 際会計基準を深 く理解することが必要である。
会計改革は,現 在,国 民経済の不安定性,ハ イパ ーインフレーシ ョン,所 有形態の変化,新
しい企業の出現,低 水準のコンピュータ会計,有 能 な会計人の不足などによって阻害 されてい
るρ したがって,リ トアニアにとって,発 達 した市場経済で採用されている会計実践が適切な
ものであるのか,あ るいはその採用が可能であるのか,と いった問題が依然 として残 されてい
る([2]53～54頁)。
12)ロ シ ア にお い て も,ソ ビエ ト会 計 の旧 ヒ ナ型 勘 定 科 目表 を基 礎 に して,新 しい 勘 定 科 目表 が つ く られ て い
る 。詳 し くは[21][25]を 参 照 。
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(11)
リ トアニアは,政 治的には独立 したけれ ども,ソ 連邦を構成 した旧共和国のひとつの経済地
区としてまだ継続 している。それは,輸 出(農 産物)と 輸入(石 油,産 業部品)の 双方 につい
てのその市場がこれまでのソ連邦に依存 しているからである。そ して,国 の産業生産高の僅か
2%が,ハ ー ド・カレンシー市場(西 側諸国のそれ)で 販売 されているに過 ぎない。こうした
事柄がロシア連邦やその他の旧ソ連邦共和国の政治的 ・経済的不安定性は リトアニアにも影響
し,このことが リトアニアにおける市場経済への移行戦略のための計画立案 を困難に している。
だが,リ トアニアの社会経済的制度のフレームワークは,中 央集権的経済か ら非中央集権的経
済への移行 を充分に示 している。つまり,計 画経済の構造は取 り除かれ,市 場経済の基礎がつ
くられつつある。
では,こ の計画経済か らの方向転換 に際 して,会 計改革のいかなるアプローチがあ り得るの
か。 この場合,理 論的には,こ の会計改革に対 してつ ぎのようなアプローチが考えられる。
第1の アプローチ:若 干の修正 を前提に した ソビエ ト会計 システムの存続。
第2の アプローチ:特 定の外国の会計システムの採用。
第3の アプローチ:リ トアニアの法体系に基づいたオリジナルな会計 システムの創出。
第1の アプローチが表面的には代替的になり得る見解と思われるかも知れない。会計 人の多
くはソビエ ト会計システムに慣れており,会 計テキス トも会計課程 もソビエ ト会計 システムと
関係するからである。 しか し,ソ ビエ ト会計システムは強度の中央集権的計画経済のためのシ
.ステムであり,そ の漸次的な修正 はあ まり実践的なものとはならない。
ソビエ ト会計システムからの脱却にとっての主要な障害は,リ トアニアでは他国の会計実践
の知識と会計経験が全 く知 られていなかったことである。長い間,こ の国は市場経済における
会計発展から完全に孤立 していた。西側の会計テキス トも会計刊行物 もこの国には入ってこな
かった し,西 側の会計人 と会計知識の相互交流 もなかった。特定の外国の会計システムを提案
でき得る会計人 もいない。こうした理由から,リ トアニアで市場経済を急進的に創出 して,そ
のための会計 システムを構築するとい う第2の アプローチも実行不可能に近い。
ともあれ,リ トアニアではさきにみた会計原則法令が制定され,そ れは1993年1月1日 から
適用 されて会計改革の第一歩 を踏み出した。そこでまず,こ の新 しい法令が会計実務家たちに
よって深 く理解され,つ ぎに,こ の施策と会計実践 とが調整 され,そ して,企 業の会計 人の職
業的知識を改善 していかなければならない。だが,新 しい会計法令 は,単 に会計のフレームワ
ークのみを定めたものに過 ぎない。 したがって,こ の法令 を軸に して,発 達 した市場経済の動
態を反映で き得 る会計上の新 しい定義,概 念,基 準などが整理 されてい く必要がある。
現時点では,新 しい会計法令の基本原則 を補強するためには,つ ぎのものが必要である。す
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なわち,① 新 しいヒナ型勘定科目表,② 新 しい財務諸表様式,③ 新 しい会計実践についての教
示資料のパ ッケージである。
最終的には,リ トアニアにおいて,ど のような型の市場経済が出現するのか,ま た,そ れに
対応するどの ような型の会計システムが構築 されるのか,と いうことをい ま考 えることは容易
ではない。差 し当たり,西 欧型の会計が導入 されてい くことになるかも知れないが,ビ ジネス
企業経営でその会計データを合理的に活用で きるような客観的な条件はまだない。つ まり,西
欧型の会計は形式的には採用 されているようにみえるか も知れない。だが,同 時に,熟 考の機




いま行われている会計改革の指向 と極めて類似 している13)。「独立国家共同体会計 ・監査人協
会」 に入ってお らず,独 自の会計改革 を行っているリトアニアではあるが,長 期間にわたって
ソビエ ト会計 を採用 していたため,こ のソビエ ト型会計からの脱却の基本的な指向は,同 一の
環境 にある新生ロシアのそれ と同 じものとならざるを得ないのか も知れない。
また,ソ連邦 に併合 されたリトアニアと条件を異 にするとはいえ,中 欧の旧社会主義諸国 もソ
ビエ ト型会計 に影響された会計をこれ まで採用して きた。そ してこれらの国で もいま同じよう
な環境の もとで会計改革が行われてお り,ソビエ ト型会計の残澤を払拭 しようとしている14)。
そ こで,現 在最 も関心のある事柄は,会 計改革の過程 を経 てリ トアニア,ロ シア,中 欧の
国々のポス ト・ソビエ ト型会計がどの ような型の会計 に軟着陸 しょうとしているのか,と い う
13)こ の小論では,リ トアニアの会計改革 とロシアのそれとを比較することはしなかった。前者の資料不足に
より,そ の詳細な内容がまだ不明だからである。だが,ロ シアでは,ハ イパーインフレーション,西 側の
会計知識 ・経験を身につけた会計人の不足といった環境のもとで,ロ シア財務省内の会計方法論会議など
を中心にして,ヒ ナ型勘定科目表,財 務諸表様式,小 企業用の簡略的会計システム,会 計と報告書規程な
どを制定 し,ま た公認会計士制度の導入,会 計人養成プログラムの策定などを行っており,さ らに会計法
草案や監査法草案も示されている。よって,ロ シアの会計改革の指向とリトアニアのそれとは極めて類似
しているといえる。ただし,リ トアニアでは,先 に会計原則法令を法律として成立させ,後 にその内実を










国家の態度 「第1波」の産業国家:イ ギリス 「第2波」の産業国家:ド イツ
第1次 的影響
①国家政策 自由放任主義 保護貿易主義





④会計規制 私的規制 法律(国 家規制)
(勘定科目表なし)(勘 定科目表あり)
第2次 的影響
⑤会計方針 ビジネス ・コミュニティ重視 公的政策重視
⑥利益 配当可能利益 課税可能利益
⑦財務諸表 私的投資家の要請 国家と銀行の要請








『文献』は,リ トアニアの会計改革を論 じた章 とは別の箇所で,つ ぎの ような考えを示 して
いる。すなわち,そ れぞれの国における経済発展のアプローチの相違 は各国の会計モデルの様
相に相違をもた らし,そ の会計モデルの相違は企業の会計方針の選択 に相違 をもたらしてきて
いる。これまでの歴史においてヨーロッパには,第1波 としてイギ リス型会計があ らわれ,第
2波 として ドイツ型会計があらわれた。このふたつの会計モデルの主要な特質は表4の ように
なる。 これに対 してその後,表5の ような特質をもつたソビエ ト型会計が第3波 としてあ らわ
れた。だが,体 制転換によ り,こ の ソビエ ト型会計またはそれに影響 された会計 を採用 してい
た国々がいま,市 場経済への移行 とともに会計改革をすすめ,新 しい会計 システムを構築 して
いる。問題 は,こ の会計改革が どのような指向で実施 され,改 革後の新 しい会計 システムがど
のような型 となるのか,と い うことである。が,『 文献』では,こ の問題 に対する明確 な答え
は避けている。たとえば,ド イツ会計モデルで一見改革 しているようにみえる中欧においても,
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「中欧の会計システムが ドイツのモデルに従 って発展 しつつあると予見するのは早計である」
とい う([2]4頁)。 その代わ りに,創 出されようとしている市場経済の型,現 実の国際資本






















たしかに,国 の法律による会計規制,勘 定科目表の制定などを内容 とする会計改革が行われ
ているリ トアニアやロシアをみると,こ れらの国は ドイツ型会計改革に向けて進展 しているよ
うに思われる。このことか ら,こ れらの国では,ポ ス ト・ソビエ ト型会計の軟着陸点は ドイツ
型会計 の一変種 となる可能性 もないではなレ・15)。だが,こ の会計改革においては国際会計基
準やEU指 令 などを参考に しているし,他 方,モ デルにしょうとする先進資本主義諸国の会計
も国際的な調和化がなされて流動的である。 また,た しかに,創 出されようとしている商品市
場,金 融市場,証 券市場,資 本市場などの実態が新 しい会計 システムの在 り方にも影響 を与え
るし,会 計システムは資本 ・技術の輸出とともに国際移転することもあるので,ど の国がどの
15)と くに ロ シ アで は,そ の 会計 の歴 史 に お い て,ド イ ツ,フ ラ ンス,イ タ リアの 会 計 思 考 と りわ け ドイ ツの
そ れ を摂 取 して きた経 緯 が あ る。 そ して 「ア ング ロ ・アメ リカ ン型 会 計 は1990年 代 の初 め か ら ロシ ア 会計
に大 きな影 響 を与 え 始め てい る」([3]70頁)に 過 ぎな い。 こ の ため,ロ シ ア会計 か ら,ド イ ツ,フ ラ ンス,
イ タ リ アの 会 計 思考 を取 り除 くこ と は で きな い,と もい わ れ て い る。 この 点 につ い て は,[3]を 参照 され
た い 。
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程度の資本 ・技術 を低迷 している旧社会主義諸国へ提供するのか も注 目する必要がある。 した
がって,こ うした事柄をも視野に入れながら,リ トアニア,ロ シアそして中欧の会計改革を引
き続 き追求 し,そ して残 された問題 も解明 していく必要があろう。
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